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第3四半期決算の概要（対前年同期）

（単位：百万円、倍）

連 結 単 体 連単倍率

H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

増減率
H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

増減率
H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

売 上 高 152,929 158,958 +3.9% 147,735 152,785 +3.4% 1.04 1.04

営 業 利 益 14,060 7,376 △47.5% 13,495 6,816 △49.5% 1.04 1.08

経 常 利 益 13,472 6,729 △50.0% 13,034 6,437 △50.6% 1.03 1.05

四半期純利益 10,439 5,209 △50.1% 10,294 5,161 △49.9% 1.01 1.01

【 費用 】

 電気事業において、燃料費や他社購入電力料、修繕費の増加

【 収益 】

 電気事業において、販売電力量の減少があったものの、燃料費調整制度の影響による

売上高の増加

※ ※

※親会社株主に帰属する四半期純利益

連結・単体ともに増収減益（連結・単体ともに４年ぶり）
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（単位：百万kWh,%）

販売電力量の動向

販売電力量 （対前年同期比較）

久米島発電所9号機

渡名喜発電所6号機

渡名喜発電所7号機

渡名喜発電所1号機

与那国発電所10号機

新多良間発電所8号機

（参考） 発電設備及び発受電実績
（単位：百万kWh、千kW ）

H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

増減 増減率

電 灯 2,438 2,323 △115 △4.7

電 力 3,715 3,590 △125 △3.3

合 計 6,153 5,913 △240 △3.9

お客さま数が増加したものの、猛暑だった前年に比べ

夏場の気温が低めに推移したことなどによる需要減により、

前年同期を下回った

<電 灯>

猛暑だった前年に比べ夏場の気温が低めに推移したこと

や、他事業者への契約切り替えによる需要減などにより、

前年同期を下回った

<電 力>

H29/3Q H30/3Q

電力量 構成比 電力量 構成比 最大出力 構成比

自

社

石 炭 2,721 42.5% 2,457 39.9% 752 30.6%

石 油 932 14.6% 891 14.4% 856 34.8%

L N G 1,322 20.6% 1,271 20.6% 537 21.9%

計 4,975 77.7% 4,619 74.9% 2,145 87.3%

他社（石炭） 1,063 16.6% 1,180 19.2% 312 12.7%

そ の 他 363 5.7% 366 5.9% － －

合 計 6,401 100.0% 6,165 100.0% 2,457 100.0%

<発受電実績>
・発受電電力量は前年同期比 3.7%減の 6,165百万kWh
・自社の石炭火力の割合は前年同期比 2.6ポイント減

・他社の石炭火力の割合は前年同期比 2.6ポイント増

<発電設備>
・ 最大出力は、前年同期と比べ 1,175kWの減少

（△ 2,000kW ）

（△ 200kW ）

（△ 200kW ）

（△ 75kW ）

（＋ 1,000kW ）

（＋ 300kW ）
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単体 – 収支増減要因

H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

増 減 増減率 主な増減要因

経

常

収

益

電 灯 電 力 料 135,812 139,405 +3,592 +2.6%
燃料費調整制度の影響 +7,477
再エネ賦課金 +987
販売電力量の減 △5,333

再エネ特措法交付金 9,424 9,918 +494 +5.2%

そ の 他 収 益 3,488 4,385 +897 +25.7% 他社販売電力料 +448 ガス供給事業営業収益 +379

（ 売 上 高 ） （147,735） （152,785） （+5,050） （+3.4%）

計 148,724 153,708 +4,984 +3.4%

経

常

費

用

人 件 費 12,969 13,347 +378 +2.9% 給料手当 +339

燃 料 費 35,431 41,985 +6,553 +18.5% CIF価格差 +10,010 発電電力量差 △2,271 期首在庫影響 △966

修 繕 費 12,315 13,554 +1,238 +10.1% 内燃力 +857 汽力 +206 配電 +162

減 価 償 却 費 17,543 16,912 △630 △3.6% 汽力 △720 内燃力 △54 業務 102

他社購入電力料 22,993 25,996 +3,003 +13.1% 火力 +1,631 太陽光 +1,286

支 払 利 息 1,361 1,179 △181 △13.4% 平均利率差 △123 平均残高差 △58

公 租 公 課 5,546 5,744 +197 +3.6% 固定資産税 +201 事業税 +68 電源開発促進税 △76

再エネ特措法納付金 14,370 15,358 +987 +6.9%

そ の 他 費 用 13,158 13,192 +34 +0.3% ガス供給事業費用 +374 委託費 +256 固定資産除却費 △623

（ 営 業 費 用 ） （134,239） （145,969） （+11,729） （+8.7%）

計 135,690 147,271 +11,581 +8.5%

（ 営 業 利 益 ） （13,495） （6,816） （△6,679） （△49.5％）

経 常 利 益 13,034 6,437 △6,597 △50.6％

税 引 前 四 半 期 純 利 益 13,034 6,437 △6,597 △50.6％

法 人 税 等 2,739 1,275 △1,463 △53.4％

四 半 期 純 利 益 10,294 5,161 △5,133 △49.9％

（単位：百万円）
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単体 – 諸元の推移・変動影響額

主要諸元

H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

原油CIF価格 $/bbl 53.9 75.1

石炭CIF価格 $/t 85.3 109.5

為替レート 円/$ 111.7 111.1

変動影響額

H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

原油CIF価格 ※1, 2 1$/bbl 3.4 3.3

石炭CIF価格 ※1 1$/t 1.4 1.2

為替レート ※1 1円/$ 2.9 3.6

需要 1% 5.4 4.7

金利 1% 0.0 0.3

（単位：億円）

※1 為替、CIF（原油・石炭）の変動影響額は自社分のみ

※2 LNGへの影響分を含む
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連結 – 収支増減要因

（単位：百万円）

H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

増 減 増減率

売 上 高 152,929 158,958 +6,028 +3.9%

営 業 利 益 14,060 7,376 △6,684 △47.5%

経 常 利 益 13,472 6,729 △6,742 △50.0%

四 半 期 純 利 益 10,439 5,209 △5,229 △50.1%

■ 「その他」においては、電気事業向け工事や

民間工事の増などによる売上高の増

■ 売上高は、158,958百万円（+6,028百万円）

・ 電気事業における売上高の増

■ 営業利益は、7,376百万円（△6,684百万円）

（増加要因）

・ 電気事業における売上高の増

（減少要因）

・ 電気事業における燃料費の増

・ 電気事業における他社購入電力料の増

・ 電気事業における修繕費の増

■ 経常利益は、6,729百万円（△6,742百万円）

■ 四半期純利益は、5,209百万円（△5,229百万円）

電気事業 その他

売 上 高 152,785 32,160

（ 対 前 年 同 期 増 減 ） （+5,050） （+3,141）

う ち 外 部 向 け 151,034 7,923
（ 対 前 年 同 期 増 減 ） （+4,674） （+1,353）

営 業 利 益 6,816 490
（ 対 前 年 同 期 増 減 ） （△6,679） （+10）

（単位：百万円）セグメント別実績（相殺消去前）

※親会社株主に帰属する四半期純利益

※

※
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（単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

増減
H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

増減
H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

増減
H29/3Q
（実績）

H30/3Q
（実績）

増減

沖縄電力㈱ 147,735 152,785 +5,050 13,495 6,816 △6,679 13,034 6,437 △6,597 10,294 5,161 △5,133

そ
の
他

㈱沖電工 12,233 14,137 +1,904 226 373 +146 285 428 +142 277 300 +22

沖電企業㈱ 3,144 3,697 +552 △47 △20 +27 △22 1 +24 △12 1 +13

沖縄プラント工業㈱ 5,914 6,860 +945 △106 △178 △71 △94 △162 △68 △43 △94 △50

沖縄電機工業㈱ 900 984 +84 118 129 +11 138 155 +17 90 103 +12

沖電開発㈱ 2,241 1,864 △376 160 126 △34 160 129 △30 104 82 △22

沖電グローバルシステムズ㈱ 1,150 1,170 +19 △127 △27 +100 △120 △21 +99 △78 △7 +70

㈱沖縄エネテック 622 537 △85 46 △15 △62 51 △12 △64 34 △8 △42

沖縄新エネ開発㈱ 525 435 △90 51 △10 △61 41 △18 △59 21 △7 △28

㈱沖設備 654 744 +89 △3 30 +34 △3 33 +36 △1 22 +24

ファーストライディングテクノロジー㈱ 985 986 +1 167 162 △4 167 165 △2 57 105 +48

㈱プログレッシブエナジー 1,576 2,007 +431 0 20 +20 △9 16 +26 △5 12 +17

㈱リライアンスエナジー沖縄※1 － － － △0 △63 △62 △1 △63 △62 △0 △42 △41

消去又は全社（持分法投資損益を含む） △24,756 △27,254 △2,497 79 32 △47 △155 △359 △203 △298 △418 △120

連結 152,929 158,958 +6,028 14,060 7,376 △6,684 13,472 6,729 △6,742 10,439 5,209 △5,229

会社別 収支一覧

※1  エネルギーサービスプロバイダ（ESP）事業会社（平成29年12月1日設立）

※2 親会社株主に帰属する四半期純利益

※2 ※2 ※2
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貸借対照表比較
（単位：百万円）

H29期末 H30/3Q 増 減

有利子負債残高 （百万円）
連結 177,332 186,596 +9,264
単体 173,257 181,109 +7,851

自 己 資 本 比 率 （ % ）
連結 37.7 37.8 +0.1
単体 36.3 36.6 +0.3

H29期末 H30/3Q 増 減 主 な 増 減 要 因

資 産
連 結 402,088 403,838 +1,749

連結〔 設備投資額 +12,932 、減価償却費 △17,304 、
固定資産除却損 △107〕

単 体 375,163 374,750 △412

固 定 資 産
連 結 354,495 348,089 △6,405

単 体 343,797 335,135 △8,662

流 動 資 産
連 結 47,593 55,749 +8,155

単 体 31,366 39,615 +8,249

負 債
連 結 249,329 249,788 +459

単 体 239,156 237,486 △1,670

固 定 負 債
連 結 187,403 198,135 +10,732

単 体 180,388 191,142 +10,753

流 動 負 債
連 結 61,926 51,653 △10,273

単 体 58,767 46,343 △12,424

純 資 産
連 結 152,759 154,049 +1,290

四半期純利益 +5,209、配当 △2,798 
単 体 136,006 137,264 +1,257

有利子負債残高および自己資本比率の推移 ※親会社株主に帰属する四半期純利益

※

受取手形及び売掛金 +2,648

たな卸資産 +8,797

CP +6,000

支払手形及び買掛金 △2,539

長期借入金 〔調達 +10,755、償還 △8,136〕

社債〔調達 +10,000、償還 △10,000〕
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連 結 単 体 連単倍率

H29
(実績)

見通し
増減

(対10月公表)
H29
(実績)

見通し
増減

(対10月公表)
H29
(実績)

H30
(見通し)H30

(10月公表)
H30
(今回)

H30
(10月公表)

H30
(今回)

売 上 高 196,134 207,800 207,000 △800 188,075 198,300 197,500 △800 1.04 1.05

営 業 利 益 9,333 6,300 5,500 △800 7,160 4,900 4,100 △800 1.30 1.34

経 常 利 益 8,381 5,200 5,200 － 6,322 4,000 4,000 － 1.33 1.30

当 期 純 利 益 6,273 3,800 3,800 － 5,106 3,100 3,100 － 1.23 1.23

平成30年度見通しの概要
（単位：百万円、倍）

【 収益 】

 電気事業において、販売電力量の減少による電灯電力料の減少

連結・単体ともに増収減益（連結・単体ともに6年ぶり）

【 費用 】

 電気事業において、燃料費や修繕費の増加

 電気事業において、他社購入電力料の減少

※親会社株主に帰属する当期純利益

※ ※ ※

［ 対 10月公表値 ］
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単体 – 収支見通し 増減要因（対10月公表値）

経

常

収

益

電 灯 電 力 料 180,300 179,400 △900 △0.5%

再エネ特措法交付金 12,200 12,000 △200 △1.6%

そ の 他 収 益 6,500 7,900 +1,400 +21.5%

（ 売 上 高 ） (198,300) (197,500) （△800) (△0.4%)

計 199,000 199,300 +300 +0.2%

経

常

費

用

人 件 費 17,700 17,700 － －

燃 料 費 53,800 54,400 +600 +1.1%

修 繕 費 18,500 19,300 +800 +4.3%

減 価 償 却 費 22,900 22,800 △100 △0.4%

他 社 購 入 電 力 料 33,000 32,100 △900 △2.7%

支 払 利 息 1,500 1,500 － －

公 租 公 課 7,500 7,500 － －

再エネ特措法納付金 19,600 19,500 △100 △0.5%

そ の 他 費 用 20,500 20,500 － －

（ 営 業 費 用 ） (193,400) (193,400) (－) (－)

計 195,000 195,300 +300 +0.2%

（ 営 業 利 益 ） (4,900） (4,100） (△800) (△16.3%)

経 常 利 益 4,000 4,000 － －

法 人 税 等 900 900 － －

当 期 純 利 益 3,100 3,100 － －

（単位：百万円）

（単位：百万kWh）

■ 収支比較表

■ 販売電力量

 売上高は、197,500百万円（△800百万円）

・ 販売電力量の減少による電灯電力料の減

 営業利益は、4,100百万円（△800百万円）

（利益減少要因）

・ 売上高の減

・ 発電電力量の増加による燃料費の増

・ 台風復旧に伴う修繕費の増

（利益増加要因）

・ 購入電力量の減少による他社購入電力料の減

 経常利益は、4,000百万円（変更なし）

 当期純利益は、3,100百万円（変更なし）

H30
（10月公表）

H30
（今回）

増減 増減率

電 灯 3,046 3,023 △23 △0.8%
電 力 4,528 4,504 △24 △0.5%
合 計 7,574 7,527 △47 △0.6%
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単体 – 収支見通し 増減要因（対前年度）

経

常

収

益

電 灯 電 力 料 172,846 179,400 +6,553 +3.8%

再エネ特措法交付金 11,628 12,000 +371 +3.2%

そ の 他 収 益 4,737 7,900 +3,162 +66.8%

（ 売 上 高 ） (188,075) (197,500) （+9,424) (+5.0%)

計 189,212 199,300 +10,087 +5.3%

経

常

費

用

人 件 費 17,251 17,700 +448 +2.6%

燃 料 費 45,609 54,400 +8,790 +19.3%

修 繕 費 19,717 19,300 △417 △2.1%

減 価 償 却 費 23,584 22,800 △784 △3.3%

他 社 購 入 電 力 料 29,335 32,100 +2,764 +9.4%

支 払 利 息 1,782 1,500 △282 △15.8%

公 租 公 課 7,141 7,500 +358 +5.0%

再エネ特措法納付金 18,144 19,500 +1,355 +7.5%

そ の 他 費 用 20,324 20,500 +175 +0.9%

（ 営 業 費 用 ） (180,915) (193,400) (+12,484) (+6.9%)

計 182,890 195,300 +12,409 +6.8%

（ 営 業 利 益 ） (7,160) (4,100） (△3,060) (△42.7%)

経 常 利 益 6,322 4,000 △2,322 △36.7%

法 人 税 等 1,216 900 △316 △26.0%

当 期 純 利 益 5,106 3,100 △2,006 △39.3%

（単位：百万円）

（単位：百万kWh）

■ 収支比較表

■ 販売電力量

 売上高は、197,500百万円（ +9,424百万円）

・ 販売電力量の減少があるものの、燃料費調整制度の

影響などによる電灯電力料の増

 営業利益は、4,100百万円（△3,060百万円）

（利益減少要因）

・ 燃料価格の上昇による燃料費の増

・ 購入電力量の増加や石炭価格の上昇などによる

他社購入電力料の増

 経常利益は、4,000百万円（△2,322百万円）

 当期純利益は、3,100百万円（△2,006百万円）

H29
（実績）

H30
（見通し）

増減 増減率

電 灯 3,140 3,023 △117 △3.7%
電 力 4,621 4,504 △117 △2.5%
合 計 7,761 7,527 △234 △3.0%
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単体 – 諸元の推移・変動影響額の見通し

※1   為替、CIF（原油・石炭）の変動影響額は自社分のみ

※2 LNGへの影響分を含む

（単位：億円）

主要諸元

H29
（実績）

H30
（10月公表）

H30
（今回見通し）

原油CIF価格 $/bbl 57.0 77.0 71.0

石炭CIF価格 $/t 86.1 108.0 107.0

為替レート 円/$ 110.9 110.0 111.0

変動影響額

H29
（実績）

H30
（10月公表）

H30
（今回見通し）

原油CIF価格 ※1, 2 1$/bbl 4.2 4.1 4.1

石炭CIF価格 ※1 1$/t 1.7 1.6 1.6

為替レート ※1 1円/$ 3.7 4.6 4.6

需要 1% 6.7 6.1 6.1

金利 1% 0.0 0.4 0.4
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連結 – 収支見通し 増減要因

（単位：百万円）

電気事業 その他

売 上 高 197,500 47,600

（ 対 前 年 度 増 減 ） （+9,424） （+2,540）

う ち 外 部 向 け 195,200 11,800

（ 対 前 年 度 増 減 ） （+8,967） （+1,898）

営 業 利 益 4,100 1,400

（ 対 前 年 度 増 減 ） （△3,060） （△757）

（単位：百万円）
セグメント別見通し（相殺消去前）

※ 親会社株主に帰属する当期純利益

※

 売上高は、10,865百万円増加
・電気事業における、燃料費調整制度の影響などによる

電灯電力料の増

・連結子会社の外部向け売上高の増

 経常利益は、3,181百万円減少

（減少要因）

・電気事業における、燃料費や他社購入電力料の増

・連結子会社の売上原価の増

 「その他」は、外部向け売上高の増が見込まれるものの、

売上原価の増が見込まれることから、営業利益は減少する

見込み

H29
（実績）

見通し 増減

H30
(10月公表)

H30
（今回）

対H29
実績

対10月
公表値

売 上 高 196,134 207,800 207,000 +10,865 △800

営 業 利 益 9,333 6,300 5,500 △3,833 △800

経 常 利 益 8,381 5,200 5,200 △3,181 －

当 期 純 利 益 6,273 3,800 3,800 △2,473 －

対 10月公表値

対 前年度

 売上高は、207,000百万円（△800百万円）
・電気事業における、販売電力量の減少による電灯電力料の減

 経常利益は、5,200百万円（変更なし）

対 前年度
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会社別 収支見通し一覧

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

H29
（実績）

H30
（見通し）

増減
H29

（実績）

H30
（見通し）

増減
H29

（実績）

H30
（見通し）

増減
H29

（実績）

H30
（見通し）

増減

沖縄電力㈱ 188,075 197,500 +9,424 7,160 4,100 △3,060 6,322 4,000 △2,322 5,106 3,100 △2,006

そ
の
他

㈱沖電工 17,551 20,479 +2,928 623 626 +2 687 676 △11 577 469 △107

沖電企業㈱ 5,108 5,023 △84 49 △8 △58 75 15 △60 56 11 △45

沖縄プラント工業㈱ 10,696 10,263 △433 406 135 △271 423 147 △275 275 95 △179

沖縄電機工業㈱ 1,321 1,358 +36 203 149 △54 225 180 △45 149 118 △30

沖電開発㈱ 3,202 2,688 △513 299 255 △44 299 254 △45 213 175 △37

沖電グローバルシステムズ㈱ 1,976 2,115 +139 40 112 +71 49 119 +69 47 94 +47

㈱沖縄エネテック 1,187 1,056 △131 102 3 △99 107 3 △104 71 2 △69

沖縄新エネ開発㈱ 838 646 △191 147 △27 △175 135 △37 △172 91 △26 △118

㈱沖設備 1,292 1,400 +107 79 40 △39 79 40 △39 53 27 △25

ファーストライディングテクノロジー㈱ 1,308 1,313 +5 206 154 △51 206 156 △50 83 94 +11

㈱プログレッシブエナジー 2,101 3,149 +1,048 23 77 +53 2 71 +68 0 51 +51

㈱リライアンスエナジー沖縄※1 － － － △4 △89 △85 △5 △89 △84 △3 △59 △56

消去又は全社（持分法投資損益を含む） △38,525 △39,995 △1,469 △7 △27 △20 △229 △337 △108 △447 △355 +92

連結 196,134 207,000 +10,865 9,333 5,500 △3,833 8,381 5,200 △3,181 6,273 3,800 △2,473

（単位：百万円）

※1  エネルギーサービスプロバイダ（ESP）事業会社（平成29年12月1日設立）

※2  親会社株主に帰属する当期純利益

※2 ※2 ※2
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設備投資額・CF ・有利子負債の見通し
（単位：百万円）

連 結 単 体

H29
（実績）

H30
（見通し）

増 減
H29

（実績）

H30
（見通し）

増 減

設備投資額 18,942 27,000 +8,057 16,859 24,700 +7,841

C
F

営業活動 32,610 22,300 △10,310 32,532 21,000 △11,532

投資活動 △15,238 △18,400 △3,162 △16,097 △16,500 △403

（FCF） (17,372) (3,900) (△13,472) (16,434) (4,500) (△11,934)

財務活動 △11,411 △2,100 +9,311 △11,757 △4,400 +7,357

有利子負債残高 177,332 179,700 +2,367 173,257 173,300 +42

 仕入債務の増減額の減少

 税金等調整前当期純利益の減少

【営業活動によるキャッシュ・フロー】 △10,310百万円

以上のとおり、フリー・キャッシュ・フローは、減少する見込み

【投資活動によるキャッシュ・フロー】 △3,162百万円

 固定資産の取得による支出の増加
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［参考］ 財務指標の推移（単体）

H25 H26 H27 H28 H29

売上高 百万円 172,059 177,509 174,286 172,340 188,075

営業利益 百万円 6,788 7,525 5,597 7,112 7,160

EBITDA 百万円 35,686 34,840 31,740 31,763 30,745

経常利益 百万円 5,207 5,720 3,784 5,622 6,322

当期純利益 百万円 3,917 3,960 2,931 4,486 5,106

総資産営業利益率 ％ 1.6 1.9 1.4 1.9 1.9

総資産当期純利益率 ％ 1.0 1.0 0.7 1.2 1.4

自己資本比率 ％ 31.2 33.4 35.0 36.7 36.3

有利子負債残高 百万円 201,713 199,767 187,153 176,039 173,257

総資産 百万円 408,570 400,934 384,459 376,373 375,163

総資産回転率 倍 0.42 ※ 0.44 0.44 0.45 0.50

自己資本（純資産） 百万円 127,631 133,851 134,609 137,985 136,006

自己資本当期純利益率 ％ 3.1 3.0 2.2 3.3 3.7

売上高営業利益率 ％ 3.9 4.2 3.2 4.1 3.8

売上高当期純利益率 ％ 2.3 2.2 1.7 2.6 2.7

D/Eレシオ 倍 1.58 1.49 1.39 1.28 1.27

※H26の「総資産回転率」については、前期末数値ではなく、改正退職給付会計基準を適用したことによる影響額を反映した期首値にて算定している。
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［参考］ 財務指標の推移（連結）

H25 H26 H27 H28 H29

売上高 百万円 179,266 185,001 182,265 179,997 196,134

営業利益 百万円 8,693 9,479 7,239 9,126 9,333

EBITDA 百万円 37,752 36,907 33,823 34,393 33,486

経常利益 百万円 6,936 7,638 5,229 7,521 8,381

当期純利益 ※3 百万円 4,731 4,943 3,647 5,517 6,273

総資産営業利益率 ％ 2.0 2.2 1.7 2.3 2.3

総資産当期純利益率 ％ 1.1 1.2 0.9 1.4 1.6

自己資本比率 ％ 32.7 34.9 35.9 38.1 37.7

有利子負債残高 百万円 202,895 200,882 188,748 179,758 177,332

総資産 百万円 428,333 421,824 409,860 400,237 402,088

総資産回転率 倍 0.42 ※2 0.44 0.44 0.44 0.49

自己資本 ※1 百万円 140,222 147,008 147,111 152,316 151,543

自己資本当期純利益率 ％ 3.4 3.4 2.5 3.7 4.1

売上高営業利益率 ％ 4.8 5.1 4.0 5.1 4.8

売上高当期純利益率 ％ 2.6 2.7 2.0 3.1 3.2

D/Eレシオ 倍 1.45 1.37 1.28 1.18 1.17
※1 連結の「自己資本」については、純資産の金額から非支配株主持分の金額を控除した値となっている。
※2 H26の「総資産回転率」については、前期末数値ではなく、改正退職給付会計基準を適用したことによる影響額を反映した期首値にて算定している。
※3 親会社株主に帰属する当期純利益。
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は

推測・予測に基づくものであり、確約や保証を与えるものではありません。

将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化などに伴い、変化する

ことにご留意ください。


